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曲げ特性 地盤改良体 曲げ試験 

1 はじめに 

 前報（その１～その２）で述べたように，高圧噴射撹

拌工法を用いた，杭の補強に関する研究開発を行ってい

る．その３では，模型規模の地盤改良体で補強した杭

（模型杭）の曲げ特性の把握を目的とした単純梁曲げ試

験について述べる。なお，本研究開発は，国立研究開発

法人建築研究所が実施する「革新的社会資本整備研究開

発推進事業（BRAIN）」の一環として行われたものである。 

2 試験体 

試験体概要を図 1，試験体一覧表を表 1 に示す。 

試験体は，鋼管（材質がSTK400，径が60.5mm）と鋼管

中央に設置した地盤改良体（材料特性および配合はその

２を参照）によって構成される。試験番号 No.1 および

No.2 は，鋼管のみで試験を実施した．地盤改良体の断面

寸法は 150 mm×150 mm および 250 mm×250 mm の 2 水準

とした。地盤改良体に用いる試料土は粘性土および砂質

土とした。地盤改良体の一軸圧縮強さは，粘性土が 2,000 

kN/m2 および 4,000 kN/m2（前報（その 2）の C2.0 および

C4.0），砂質土が 4,000 kN/m2および 6,000 kN/m2（前報（そ

の 2）の S4.0 および S6.0）のそれぞれ 2 水準とした。鋼管

と地盤改良体の境界条件は，鋼管に剥離剤を塗布するこ

とにより地盤改良体の付着を低減させた「付着なし」と

剝離剤を塗布しない「付着あり」の 2 条件とした。 

3 試験方法 

試験は，試験体中央に設置したプレートを介して鋼管

に荷重を伝達させる機構とし，支点の支持条件は片側を

ピン，反対側をピンローラーとする 3 点曲げ試験を実施し

た。載荷は一方向多サイクル方式（10 サイクル）とし，

最大荷重到達後は荷重が 2 割程度低下するまで載荷した。 

4 試験結果および考察 

破壊過程のイメージを図 2，鉛直荷重（P）と試験体中

央の鉛直変位（δ）の関係を図 3，各サイクル目標荷重到

達時におけるひずみ（ε）の分布を図 4 に示す。図 4 にお

けるひずみ（ε）の値は，鋼管上面および下面の表面に貼

り付けたひずみゲージにより計測した値を示す。 

支間長が 700mm の試験体における地盤改良体の破壊過

程は，まず載荷初期段階に下面中央から側面に向かう曲

げ引張ひび割れ（図 2(a)における①）が生じ次第に進展し

た後，地盤改良体の端面から側面に向かう水平方向の割

裂（②）が生じ，鋼管から地盤改良体が剥がれるような

挙動を示した。最後は鉛直荷重が低下を始め鋼管の変位

 

図 1 試験体概要（支間長 700mm，断面寸法 150mm×150mm の試験体） 

 

表 1 試験体一覧 

試験 

番号 

支間長 

(mm) 

地盤改良体の仕様 鋼管と 

改良体の 

境界条件 

断面寸法 

（mm） 
試料土(配合) 

改良強度 

(kN/m2) 

No.1 700 － － － － 

No.2 400 － － － － 

No.3 700 150×150 粘性土(C2.0) 2,000 付着あり 

No.4 700 150×150 粘性土(C4.0) 4,000 付着あり 

No.5 700 150×150 砂質土(S4.0) 4,000 付着あり 

No.6 700 150×150 砂質土(S6.0) 6,000 付着あり 

No.7 700 150×150 粘性土(C2.0) 2,000 付着なし 

No.8 700 150×150 粘性土(C4.0) 4,000 付着なし 

No.9 700 150×150 砂質土(S4.0) 4,000 付着なし 

No.10 700 150×150 砂質土(S6.0) 6,000 付着なし 

No.11 400 150×150 粘性土(C2.0) 2,000 付着あり 

No.12 400 150×150 粘性土(C4.0) 4,000 付着あり 

No.13 400 150×150 砂質土(S4.0) 4,000 付着あり 

No.14 400 150×150 砂質土(S6.0) 6,000 付着あり 

No.15 700 250×250 砂質土(S6.0) 6,000 付着あり 

 

  
(a) 支間長 700mm (b) 支間長 400mm 

図 2 破壊過程のイメージ（断面寸法 150mm×150mm） 
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が大きくなると，地盤改良体の下面にもひび割れ（③）

が生じた。 

P－δ 関係において，地盤改良体を設置した試験体

（No.6）は 6 サイクルまでの曲げ剛性が，鋼管のみの試験

体（No.1）よりも高いことを確認した。12.5 kN 付近にて

一度荷重が低下したタイミングは，地盤改良体に割裂

（図 2(a)における②）が生じたタイミングと概ね一致して

いた。ひずみ分布において，引張側は鋼管のみの試験体

と大きな差がない一方で，サイクル 7 までの圧縮側ひずみ

が鋼管のみの試験体より小さい値を示しており，割裂し

鋼管から剥がれるまでは地盤改良体が圧縮力を負担して

いると考えられる。初期の曲げ剛性が高く圧縮側のひず

みが小さい現象は，地盤改良体の一軸圧縮強さが大きい

ほど明瞭であり，断面寸法が大きい試験体（No.15）では

特に顕著であった。 

鋼管と地盤改良体の境界条件が異なる試験体について，

「付着なし」の試験体（No.10）は，P－δ の関係における

初期の曲げ剛性が鋼管のみよりも高くなることを確認し

たが「付着あり」の条件に対しては小さく，地盤改良体

が負担する圧縮力の割合も「付着あり」に対し小さいこ

とをひずみ分布において確認した。なお，地盤改良体の

破壊過程は「付着あり」と同様の挙動を示した。 

支間長が異なる試験体について，支間長が 400mm の試

験体における地盤改良体の破壊過程は，まずは地盤改良

体の端面から側面に向かうせん断ひび割れ（図 2(b)におけ

る①）が生じ，その後は支間長が 700mm の試験体と同様

の割裂（②）により鋼管から地盤改良体が剥がれるよう

な挙動を示した。荷重の低下が始まり鋼管の変位が大き

くなると地盤改良体の端面から上面および下面に向かう

ひび割れ（③）が生じた。 また、P－δ の関係において支

間長が 400mm の試験体（No.14）の曲げ剛性が高くなる現

象は支間長が 700mm の試験体ほど明瞭に現れず，ひずみ

分布において地盤改良体が負担する圧縮力の割合も支間

長が 700mm の試験体より小さいことを確認した。 

   
(1) 断面寸法の比較（支間長 700mm） (2) 境界条件の比較（支間長 700mm） (3) 改良体有無の比較（支間長 400mm） 

図 3 鉛直荷重（P）と試験体中央の鉛直変位（δ）の関係 

 

   
(1) No.1（支間長 700mm,鋼管のみ） (2) No.6（支間長 700mm） (3) No.10（支間長 700mm,境界条件が異なる） 

   
(4) No.15（支間長 700mm,断面寸法が大きい） (5) No.2（支間長 400mm,鋼管のみ） (6) No.14（支間長 400mm,支間長が短い） 

図 4 各サイクル荷重到達時におけるひずみ（ε）の分布 
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